
 

公益社団法人 岐阜県森林公社役員報酬等規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人岐阜県森林公社（以下「公社」という。）定款第３６条

の規定に基づき役員の報酬等に関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 役員とは、理事及び監事をいう。 

 (2) 常勤役員とは、役員のうち常時勤務に服する者をいう。 

 (3) 非常勤役員とは、役員のうち常勤役員以外の者をいう。 

  (4) 岐阜県派遣職員とは、役員のうち公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関す

る法律（平成１２年法律第５０号）第２条第１項の規定により、岐阜県から公社に派遣さ

れた者をいう。 

 

 （常勤役員の報酬等） 

第３条 常勤役員には、報酬、役職手当、通勤手当及び期末手当（以下「報酬等」という。）

を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、別表第１に定める月額とし、各々の役員の報酬月額は、理

事会の決議により定める。この場合における職務の級は、別表第２に定める職務内容に応

じた職務の級によるものとする。 

３ 第１項に規定する役職手当の額は、別表第３に定める額を支給する。 

４ 第１項に規定する期末手当の額は、報酬月額に別表第４に定める支給割合を乗じて得た

額とする。 

５ 第１項に規定する通勤手当の額は、岐阜県職員の例による。 

６ 報酬等の支給方法等については、岐阜県職員の例による。 

 

 （非常勤役員の報酬等） 

第４条 非常勤役員には報酬等を支給しない。 

 

 （費用の弁償） 

第５条 役員が、その職務を執行するために要する旅費（宿泊費含む。）は岐阜県職員等旅

費条例（昭和３２年岐阜県条例第３０号）の例による。 

２ 公社は、役員がその職務の執行にあたって負担した費用については、役員の請求に基づ

き支払うものとする。 

 

 （適用除外） 

第６条 第３条の規定は、常勤役員が岐阜県派遣職員の場合には適用しない。 

２ 岐阜県派遣職員が常勤役員である場合の給与等については、理事長と岐阜県知事が別に

協定する派遣職員に関する取り決めによる。 

 

 （報酬等の支給制限） 

第７条 役員には、この規程に基づかないいかなる報酬等を支給することはできない。 



 

 （公表） 

第８条 公社は、この規程をもって、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

第２０条第１項に定める報酬等の支給の基準として公表するものとする。 

 

 （改廃） 

第９条 この規程の改廃は、社員総会の決議を経て行う。 

 

 （補則） 

第１０条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事会の議決を経て理事長が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規定は、令和５年４月１日から施行する。 

 



 

 別表第１（第３条第２項関係） 

   常勤役員の報酬の額 

職務の級 報酬月額 

７級 ３６４，９００円 

 

 

 

 別表第２（第３条第２項関係） 

  常勤役員の職務内容及び職務の級 

職務の級 職務内容 

７級 

１ 理事長又は副理事長の職務 

２ 専務理事又は常務理事の職務 

３ 理事の職務 

 

 

 

 別表３（第３条第３項） 

   常勤役員の役職手当支給割合 

職 役職手当 

理事長 ８０，０００円 

管理監督役員 
副理事長 ８０，０００円 

専務理事等 ５０，０００円 

役員（上記に掲げる役員を除く） ３０，０００円 

 

 

 

 別表４（第３条第４項） 

   常勤役員の期末手当支給割合 

 

 

 

基準日 期 末 手 当 

 ６月１日 １００分の１１５ 

１２月１日 １００分の１２０ 


